
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢者を狙った様々な悪質商法が依然として多発しています。さらに中高年齢層

の女性をターゲットにした架空請求が急増しています。特にハガキの架空請求が

下図のように、4～9月の半年間で昨年度１年分の２.５倍の相談件数となっていま

す。身に覚えのない請求があったら、支払ったり請求者に連絡せず、消費者センタ

ーにご相談ください。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

架空請求・不当請求 
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中高年の女性を狙った架空請求が急増中！ 

 

     「不用品買い取り」のはずが、強引に貴金属等を買い取られた！ 

     ★売るつもりのない品物について勧誘されたら、きっぱりと断りましょう。 

        

     断っても、しつこく勧誘し続ける手口にご注意！ 

     ★態度をあいまいにせず、不要なものはきっぱりと断りましょう。 

          

     「無料点検」「買い替えをすすめる」誘い文句にご注意！ 

     やさしく親切な販売員を装い、不安をあおるなどして契約を持ちかけます。 

     ★その場で判断しない。 

     ★少しでもおかしいと思ったら消費者センターや身近な人に相談しましょう。 
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【相談事例】                                

 数年前、通信販売で加工食品を購入したら「オーナー制度」の案内が届いた。出

資金に高い配当金がつくと記載があったので契約し、少しずつ出資額を増やして総

額 300 万円ほど支払った。しかし昨年末くらいから配当金が支払われなくなり、

今年９月には事業者が破産してしまった。支払った出資金は返金されるのか？ 

【アドバイス】                                

低金利時代に高配当を謳う取引は大変魅力的ですが、事業者の破産をはじめトラ

ブルが多くあるのが現状です。 

事例の「オーナー制度」は、消費者が対象商品を購入すると契約時に支払った金

額に 10％程度が加算され、満期時に事業者が買い戻すという取引でした。事業者

の支払いが遅延して、破産手続き開始決定を受けました。 

 事業者が破産すると破産管財人（弁護士）がその後の処理を行い、回収した財産

をもって配当が可能であれば債権者へ平等に配当が行われます。しかし負債が多け

れば配当ができず出資金の返金は見込めません。 

 このように、他と比較して高配当を謳う取引は、よりリスクを伴うことが多く、

契約する前に十分検討することが大切です。また、被害額を取り戻すと騙って金銭

を要求する二次被害につながる商法もあるので注意してください。不安なときは消

費者センターにご相談ください。 

 


